在宅高齢者支援における医療と福祉の連携の現状と 支援システム構築に関する基礎的研究 by 阿部 芳江 et al.
151




























2018 年 12 月 4 日受付／ 2019 年 1 月 24 日受理
＊ 1  Yoshie ABE
   関西福祉大学　看護学部
＊ 2  Sawako YOSHIDA
   赤穂市民病院
＊ 3  Taiji TANIGUCHI
   関西福祉大学　社会福祉学部
＊ 2  Seiko TABUCHI




Basic research on current situation of collaboration between medical care and welfare, 







　「方法」在宅ケアに関わる職種，A 市内の総合病院（2 病院）の総計 1147 名を対象と質問紙調査を行った．
「分析」評価指標には，加重平均値を用いた．自由記述の意見については，内容分析の手法を用いた．
　「結果及び考察」対象者への配布は 1147 部であり，そのうち 726 名より回答が得られ，回収率 63.3％，












　筆者らは，2011（平成 23）年 2 月，Ａ市内における
在宅高齢者ケアに係る看護・福祉・ケアマネジャー職に









　 1 ） 在宅高齢者ケアに係る職種（看護職，医師，医
療技術職，社会福祉士，介護福祉士，ケアマネ
ジャー，ホームヘルパー，事務職）
　 2 ） A 市内の総合病院（ 2 病院）に勤務する職種（医
師，看護職，医療技術職，社会福祉士，介護福祉士，
事務職）
　上記 1 ）に関しては全員， 2 ）に関しては，各病院
の上記職種全員とした．対象者は， 1 ）， 2 ）の総計
1147 名を対象とした．
2 ．調査期間
















市の機関や組織に関しては，筒井 4 ）5 ）6 ）の報告を参考に，
A 市に沿った機関や組織を作成した．
5 ．分析方法
　 1 ） 評価指標には，加重平均値（非常に弱い 1 ，弱
い 2 ，普通 3 ，強い 4 ，非常に強い 5 として，
それぞれに人数を乗じて総人数を割った値）を
用いた．





















　対象者への配布数は 1147 部であり，そのうち 726 名
より回答が得られた（回収率 63.3％）．回収数における
有効回答は 625 名（有効回答率 86.1％）であった．
1 ）対象者の概要





職種 在宅ケア提供所（ｎ =193） Ａ市内の総合病院（ｎ =422） 不明（ｎ =6） その他（ｎ =4）
医 師 8（ 4.2） 17（ 4.0） 0 0
看 護 職 33（17.1） 339（80.4） 3 0
医 療 技 術 職 5（ 2.6） 30（ 7.1） 0 0
社 会 福 祉 士 5（ 2.6） 5（ 1.2） 0 1
介 護 福 祉 士 63（32.6） 17（ 4.0） 1 0
ケアマネジャー 23（11.9） 0 2 0
ホームヘルパー 22（11.4） 0 0 0
そ の 他 18（ 9.3） 9（ 2.1） 0 1
不 明 16（ 8.3） 5（ 1.2） 0 2
表1-2　在宅ケア提供所に従事する者の勤務場所　　ｎ＝193　　名（％）
診療所  9（ 4.7） 居宅介護支援事業所 25（12.9）
訪問看護ステーション 13（ 6.8） ヘルパーステーション 10（ 5.2）
介 護 老 人 保 健 施 設 40（20.7） デイサービスセンター 56（29.0）
特別養護老人ホーム 25（12.9） グ ル ー プ ホ ー ム  6（ 3.1）
地域包括支援センター  5（ 2.6） 小規模多機能型居宅介護事業所  4（ 2.1）
表1-3　病院に勤務する対象者と在宅ケア提供所に勤務する対象者の年代　　ｎ＝625　　名（％）



































　 医師 看護職 医療技術 社会福祉 介護福祉 ケアマネージャー ホームヘルパー その他 不明
1 年未満 2（0.3） 44（ 7.0）  1（0.2） 3（0.5） 11（1.7） 4（0.6） 4（0.6）  4（0.6） 2（0.3）
1 - 2 年 2（0.3） 81（12.9） 0 2（0.3） 12（1.9） 5（0.8） 6（1.0）  5（0.8） 5（0.8）
3 - 5 年 3（0.5） 86（13.7）  6（1.0） 1（0.2） 22（3.5） 2（0.3） 4（0.6） 10（1.6） 6（1.0）
6 -10 年 6（1.0） 70（11.2）  7（1.1） 4（0.6） 21（3.3） 8（1.3） 7（1.1）  6（1.0） 6（1.0）
11-20 年 8（1.3） 65（10.4）  6（1.0） 1（0.2） 15（2.4） 5（0.8） 1（0.2）  2（0.3） 2（0.3）
21 年以上 4（0.6） 28（ 4.5） 15（2.4） 0 0 0 0  1（0.2） 1（0.2）




　表 1 － 1 には，病院に勤務する者と在宅ケアに従事
する対象者を別に記載した．在宅ケア提供所 193 名，A
市内の総合病院勤務者 422 名であった．
　表 1 － 2 には，在宅ケア提供所に従事する対象者
193 名の勤務場所を示した．勤務者の多い順に第 3 位
まで示すと，デイサービスセンター 56 名（29.0％），介
護老人保健施設 40 名（20.7％），居宅介護支援事業所 25
名（12.9％），特別養護老人ホーム 25 名（12.9％）であ
った．
　表 1 － 3 には，病院に勤務する対象者と在宅ケア提
供所に勤務する対象者の年代を示した．病院に勤務する
対象者（422 名）の年齢は，多い順に第 3 位まで示す
と 40 代 117 名（27.7％），30 代 106 名（25.0％），20 代
98 名（23.2％）であった．在宅ケア提供所に勤務する対
象者（193 名）の年齢は，多い順に第 3 位まで示すと，
50 代 53 名（27.5％），40 代 52 名（26.9％），30 代 47（24.3
％）であった．
　表 1 － 4 には，現在の職場における実経験年数を示
した．実経験年数の年齢区分は，研究者により検討した
区分としている．医師の実経験年数は，多い順に第 3
位まで示すと「11 ～ 20 年」 8 名，「 6 ～ 10 年」 6 名，
「21 年以上」 4 名であった．看護職の現在の実経験年
数は，多い順に第 3 位まで示すと「 3 ～ 5 年」86 名，「 1
～ 2 年」81 名，「 6 ～ 10 年」70 名であった．医療技
術職の実経験年数は，多い順に第 3 位まで示すと「21
年以上」15 名，「 6 ～ 10 年」 7 名，「11 ～ 20 年」 6
名であった．社会福祉士の実経験年数は，多い順に第
3 位まで示すと「 6 ～ 10 年」4 名，「 1 年未満」3 名，
「 1 ～ 2 年」 2 名であった．介護福祉士の実経験年数
は，多い順に第 3 位まで示すと「 3 ～ 5 年」22 名，「 6
～ 10 年」21 名，「11 ～ 20 年」15 名であった．ケアマ
ネジャーの実経験年数は，多い順に第 3 位まで示すと
「 6 ～ 10 年」 8 名，「 1 ～ 2 年」 5 名，「11 ～ 20 年」
5 名であった．ヘルパーの実経験年数は，多い順に第
3 位まで示すと「 6 ～ 10 年」7 名，「 1 ～ 2 年」6 名，
「 1 年未満」 4 名であった．
　表 1 － 5 には，勤務場所別雇用形態を示した．正規
職員の多い上位 3 位は，「病院」354 名，「デイサービ
スセンター」28 名，「介護老人保健施設」25 名であった．
パート職員の多い上位 3 位は，「病院」52 名，「デイサ






























































































































（1） 0 0 0 0 0 0
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21 名（3.4％），「困難事例の対応のため」19 名（ 3 ％），「医
療福祉事業の実施のため」 9 名（1.4％），「業務の客観








の上位 3 位は，「ほぼ毎日」179 名（28.6％），「週に 2



















































加 重 平 均 値 2.5 2.5 2.3 2.5 2.4 2.3 2.2 2.2 2.1
機関 市役所 保健所 保健センター 訪問入浴サービス事業所 消防署 民生委員 自治会



















医 師 3.9 4.7 4 3.3 1.7 2.4 2.8 1.5 1.7 4.2 2.8
看 護 師 3.9 3.8 4.1 3.9 2.6 2.2 3.4 2.2 1.4 4 3.3
訪 問 看 護 師 2.7 3.7 3.7 2.4 0.6 2.8 3.9 3.5 1.7 2.3 1.5
保 健 師 1.7 1.9 1.9 1.2 0.6 2 1.6 0.6 0.7 0.5 1.3
薬 剤 師 3.5 3 1.8 2.6 1.3 1.6 1.2 0.9 0.6 2.5 1.8
管 理 栄 養 士 3 1.2 1.3 3.7 3.3 1.2 1.7 1.3 1.1 1.5 2.3
理 学 療 法 士 3 1.6 4.3 4 2.4 2.8 3.4 3 1.1 1.5 2
作 業 療 法 士 2.9 1.9 4.3 4 1.4 2.8 3.1 3 1.2 1.2 2
言 語 療 法 士 2.8 1.1 3.9 2.3 1.2 0.6 2.2 2 0.8 0.8 1.5
M S W 3.2 1.7 3.2 2 1.7 3.2 3.6 1.1 0.9 1.7 1.8
社 会 福 祉 士 1.3 1.6 2.2 2.2 2.9 3.8 2 1.4 1.4 2 2.3
介 護 福 祉 士 1.7 1.7 2.5 4.2 3.5 3.4 3.2 4 2.8 4.3 4.3
ホームヘルパー 1.4 2 3.8 3.4 2.1 3.6 3.8 4.2 2.4 2.3 3.8
ケアマネジャー 2.3 3 4.1 4.1 3.4 4.2 3.3 4.2 3.1 4.3 4.8




プホーム 4.2」「訪問看護ステーション 4 」「病院 3.9」「介
護老人保健施設 3.3」と続き，これらは加重平均値が 3
以上であった．看護師に対しての連携の強さは，「訪問










3 」と続き，これらの加重平均値が 3 以上であった．
管理栄養士に対しての連携の強さは，「介護老人保健施
設 3.7」，「特別養護老人ホーム 3.3」，「病院 3 」と続き，
これらは加重平均値が 3 以上であった．理学療法士に
対しての連携の強さは，「訪問看護ステーション 4.3」，「介
護老人保健施設 4 」，「居宅介護支援事業所 3.4」，「病院
3 」，「ヘルパーステーション 3 」と続き，これらは加
重平均値が 3 以上であった．作業療法士に対しての連
携の強さは，「訪問看護ステーション 4.3」，「介護老人保
健施設 4 」，「居宅介護支援事業所 3.1」，「ヘルパーステ
ーション 3 」と続き，これらは加重平均値が 3 以上で
あった．言語療法士に対しての連携の強さは，「訪問看





























た．「看護師 3.9」，「医師 3.7」，「薬剤師 3 」，「理学療法











専門職 医師 看護師 薬剤師 理学療法士
加 重 平 均 値 3.7 3.9 3 3
専門職 MSW ケアマネジャー 管理栄養士 作業療法士
加 重 平 均 値 3 3 2.9 2.9
専門職 訪問看護師 言語聴覚士 歯科医師 介護福祉士
加 重 平 均 値 2.8 2.6 2.4 2.4
専門職 ホームヘルパー 福祉用具関連会社職員 歯科衛生士 社会福祉士
加 重 平 均 値 2.1 1.9 1.8 1.7
専門職 行政職 助産師 保健師 医療機器会社職員






加 重 平 均 値 1.3 1.3 1.3 1.3
専門職 精神保健福祉士 警察官 自治会役員 臨床心理士





「医師 4 」，「看護師 3.9」，「医療技術職 3.4」「ケアマネ
ジャー 3.3」「介護福祉士 3 」と続き，加重平均値が 3
以上であった．訪問看護師に対しての連携の強さは，「ケ












は，「ケアマネジャー 3.4」，「医師 3.2」，「看護師 3 」，「社
会福祉士 3 」と続き，これらは加重平均値が 3 以上
であった．作業療法士に対しての連携の強さは，「医師
3.4」，「ケアマネジャー 3.1」，「看護師 3 」と続き，これ
らは加重平均値が 3 以上であった．言語療法士に対し
ての連携の強さは，一番加重平均値の強かった職種は，
「看護師 2.8」であり，「医師 2.7」，「社会福祉士 2.3」，「ケ
アマネジャー 2.3」の順であった．MSW に対しての連携
の強さは，「社会福祉士 3.9」，「ケアマネジャー 3.8」，「看
護師 3.2」，「医師 3 」と続き，これらは加重平均値が 3
以上であった．社会福祉士に対しての連携の強さは，「社
会福祉士 3.7」のみ加重平均値が 3 以上であった．介護
福祉士に対しての連携の強さは，「介護福祉士 3.8」，「ホ





4.1」，「介護福祉士 3.7」，「ケアマネジャー 3 」，「ホーム
ヘルパー 3 」と続き，これらは加重平均値が 3 以上で
あった． 行政職に対しての連携の強さは，「医師 1 」，「社
会福祉士 1 」，「ケアマネジャー 1 」，「看護師 0.9」と続き，
その他，すべての職種の加重平均値は 1 以下であった．
表8　各専門職が抱く、他専門職に対しての連携の強さ（加重平均値）
医師 看護師 医療技術職 社会福祉士 介護福祉士 ケアマネジャー ヘルパー
医 師 4.3 3.9 3.4 3.7 2.5 2.9 1.3
看 護 師 4 3.9 3.4 4.2 3 3.3 1.8
訪 問 看 護 師 3.4 2.8 1.9 3 1.8 3.5 1.3
保 健 師 2.2 1.7 0.9 1.7 0.7 1.6 0.6
薬 剤 師 3.6 3.4 2.2 1.5 1.9 1.7 0.9
管 理 栄 養 士 2.9 2.9 1.8 2.7 2.5 2.3 1.5
理 学 療 法 士 3.2 3 1.9 3 2.7 3.4 1.2
作 業 療 法 士 3.4 3 1.9 2.6 2.5 3.1 1.3
言 語 療 法 士 2.7 2.8 1.6 2.3 1.7 2.3 0.9
M S W 3 3.2 1.3 3.9 1.7 3.8 0.9
社 会 福 祉 士 1.2 1.4 0.6 3.7 2.1 2.2 1.2
介 護 福 祉 士 1.6 1.8 0.9 2.7 3.8 3 3.1
ホームヘルパー 1.8 1.6 0.6 2.1 3.1 3.6 2.5
ケアマネジャー 2.8 2.6 1 4.1 3.7 3 3








は「病院 / 診療所」6 名（1.4％），「在宅提供所」3 名（2.4％）
であり，「ほぼ満足している」は，「病院 / 診療所」36 名（8.4
％），「在宅提供所」21 名（16.5％）であり，「どちらとも
いえない」は，「病院 / 診療所」277 名（64.7％），「在宅
提供所」71 名（55.9％）であった．「あまり満足していない」
は，「病院 / 診療所」42 名（9.8％），「在宅提供所」16 名（12.6
％）であり，「全く満足していない」は，「病院 / 診療所」




























えた者は医師 16 名（64.0％），看護師 158 名（42.1％），
医療技術職 8 名（22.9％）社会福祉士 6 名（54.5％），












リーは，< 今後の連携に必要と考える項目 >< 連携の現


































































には研修会や交流会が必要 >< 看護師への期待 >< ボラ
ンティア団体について >< 市への協力 >< サービス事業


























の第 2 位は，「個別支援計画立案のため」が 9 名（8.3％）
















28.6％，「週に 2 ～ 3 回」23.8％であり，合計すると
50％を超えていた．職種毎に「ほぼ毎日行う」と答えた
割合を比較すると，社会福祉士 72.7％，介護福祉士 48.1






























成 24）年の報告 3 ）では，「満足していない」が，「満足
している」を 2 倍上回っていたが，本報では，「在宅ケ
ア提供所」の結果と異なっており，「満足している」が
「満足していない」を僅かではあったが上回った結果と
なった．この結果は同じ対象に調査したものではないた
め，今後，縦断的調査を行うなどした場合，より明らか
な推移が観察できるものと考えられる．
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　次に，「連携が取りにくいと感じている機関」，「連携
がとりやすいと感じている機関」に関しては，「連携が
取りにくいと感じている機関」は「医療機関」，「行政」，
「連携がとりやすいと感じている機関」として「居宅介
護事業所」，「医療機関」が挙げられていた．「医療機関」
に関しては，「取りにくい」，「取りやすい」の両方の機
関として挙げられていたが，今後，内容についても分析
を進めていく必要があると考える．
　「諸機関との連携に関する「課題がある」とした者は，
22.9％であり，「課題がない」とした者は 39.7％であった．
不明が 37％であり，今後検討が必要であるが，「課題が
ある」とした者の勤務している機関は「医療機関」，「居
宅介護事業所」，「デイサービスセンター」となっている．
今後，理由に関しても分析を進めていきたいと考えてい
る．
　医療機関と地域の連携については，約半数以上の者が
「医療機関と地域の連携はとれている」との回答であっ
た．しかし，約半数弱の者は「医療機関と地域の連携は
とれていない」と考えているともいえる．この原因につ
いて明らかにすることも大切であると考えられる．今後
も継続して検討していきたいと考える．
　支援者の連携に関連した考えに関しては， 4 カテゴ
リーに対する，8 サブカテゴリー，43 のコードに関して，
具体的に対策を考えていけるようしていくことが大切で
あると考えている．また，筆者らは，2017（平成 27）年，
A市の地域在住高齢者の医療・福祉等とのつながりと
今後の希望に関する調査 7）を行った．高齢者の連携に
関連した意見と希望が明らかになった．今後，高齢者と
支援者の連携に関する意見の比較をすることも必要であ
ることが示唆された．高齢者の健康度，介護度，支援者
が連携を考える場合，高齢者の状況によって，意見の相
違が異なることが考えられる．具体的な事例を元に検討
することが大切と思われる．
　以上，縦断的研究の必要性及び本研究で明らかになっ
たことを，今後のシステム構築にどのように生かしてい
くか検討する必要性が示唆された．
Ⅴ．おわりに
　在宅高齢者ケアに係る，A市の支援者に意識調査を
行い分析した．支援者の置かれている状況や課題が明ら
かになった．具体的な，支援者の連携に関する考えも示
された．また，多くの課題があることが明らかになった
が，これらの課題をいかに今後のシステム構築につなげ
ていくかが大切である．今後，各機関，各職種の分析を
継続していきたいと考えている．筆者らは，今後も医療，
福祉の連携について研究を継続して行い，システム構築
に向けて努力していく所存である．
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